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臨時部長会議開催結果 概要 

●日 時 令和 5 年 11 月 15 日（水） 午後 2 時 00 分から午後 2 時 52 分まで 

●場 所 ３Ａ会議室 

●出席者 

■は出席（代理出席は○） 

■ 市長 ■ 内田副市長 ■ 髙橋副市長 ■ 教育長 

■ 政策部長 ■ 総務部長 ■ くらし安心部長 ■ 文化スポーツ

部長 

■ 福祉部長 ■ こども健康部長 ■ 環境産業部長 ■ はだの魅力づくり

担当部長 

■ 都市部長 ■ 建設部長 ■ 上下水道局長 ■ 教育部長 

■ 消防長       
 

進行：副市長 事務局：総合政策課長、総合政策課課長代理、担当 

陪席：秘書課長 

●会 議 

１ 市長あいさつ 
２ 報告事項 
(1) 令和５年１２月秦野市議会第４回定例月会議提出議案等について 

［総合政策課・財政課］ 
（2） 公共施設のＬＥＤ化について   ［財産管理課・行政経営課・公共建築課］ 
３ その他 

●会議概要 

１ 市長あいさつ 

・ 当初議案は、条例の一部改正が７件、補正予算が７件、報告が１件の合計

１５件を予定している。 

・ 当初議案のうち、「部の設置に関する条例の一部改正」は、総務部デジタ

ル推進課を政策部に移管するために改正するもの。移管により、総合計画

や行財政改革、財政の所管部門との連携を強化して政策的かつ戦略的にデ

ジタル化に取り組み、市民の利便性向上や業務の効率化の面からデジタル

化を一層推進しようと考えている。今後は全庁的な取組にとどまらず、対

外的にも市民総ぐるみでデジタル化を推進したい。 

・ 「職員の給与に関する条例等の一部改正」は、人事院勧告に基づく国家公

務員の給与改定に準じて職員の給与月額と期末勤勉手当の支給率を引き上

げるもの。引き上げは若年層に配慮したもので、一般職の期末勤勉手当の

支給率は 4.5 月となる。また、地方自治法の改正により、会計年度任用職

員に期末手当を支給するもの。これまで以上に職員の質の向上が求められ

ると思うので、会計年度任用職員の採用や研修について、より充実するよ

う取り組んでもらいたい。 

・ 「特別職職員の給与等に関する条例の一部改正」は、人事院勧告の趣旨を

踏まえ、一般職の給与改定に準じて市長、副市長及び教育長の期末手当の

支給率を 0.1 月分引き上げるもの。これにより年間 4.2 月から 4.3 月とな

る。 

・ 「道路条例の一部改正」は、道路法の適用を受けない認定外道路における

禁止行為、監督処分、占用料の徴収等に係る規定及び監督処分による市長

の命令に従わない者に対する過料の規定を新設するもの。これにより、対

応に苦慮していた認定外道路への放置自動車対策などを迅速かつ適正に行
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える体制となる。この改正は、担当部局が問題意識を持ち、市民生活の困

りごとを解決できる仕組みを作ったものである。他部局も、改正により実

効性が高まるものや規制緩和など、所管条例を再度見直してもらいたい。 

・ 「一般会計補正予算（第６号）」は、燃油価格等の高止まり傾向などによ

り、市民・事業者への影響が続いている状況を踏まえ、地方創生臨時交付

金を活用しながら、地域脱炭素の推進と施設園芸や畜産業の燃油価格・物

価高騰対策に対応するもの。 

・ 物価高騰対策や新型感染症への対応など、職員の努力に感謝するととも

に、引き続き「現地現場主義」で日頃から実態を把握するとともに、国・

県の動向について情報収集し、部局内で議論しながら、市が行うべき支援

を適時適切に行い、市役所職員の存在感を示してもらいたい。 

・ ３０日からの議会にあたっては、丁寧な説明を心がけるとともに、的確な

情報収集に努め、経過や数値を整理するなど万全の準備で臨んでもらいた

い。また、その後の市民への周知についても、方法やタイミングに配慮

し、関係部署でよく連携して適切な対応をお願いしたい。 

・ 早いもので今年もあと１か月半となった。予算編成の最中であり、議会対

応もあって忙しい年末となるが、オンとオフをうまく切り替えながら職務

に励んでもらいたい。 

 

２ 報告事項 

（1）令和５年１２月秦野市議会第４回定例月会議提出議案等について 

［総合政策課・財政課］ 

【説明】資料に基づいて説明 

 【意見・質疑】なし 

   

（2） 公共施設のＬＥＤ化について 

［財産管理課・行政経営課・公共建築課］ 

【説明】資料に基づいて説明 

 【意見・質疑】 

問．「蛍光管は２０２７年に製造終了」との報道を踏まえ、「一括導入

の対象としない施設」の対応は、施設所管課が別々に考えるのではな

く、一貫した方向性を決めていく必要があると考えるがどうか。 

  答．対象外とした施設は、規模や公共施設再配置計画上の方向性などを

考慮したものである。蛍光管は、製造終了後も在庫の販売は継続と聞

いているが、そうした状況も含めて対応方針を考えていきたい。 

 意見．一括導入の対象とすることも含めて、よく検討すること。 

 

３ その他 

（1） 所管事務調査の報告について 

［政策部長・こども健康部長・上下水道局長］ 

 

 

 


